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サブリース事業に係る適切な業務の実施について

最近、サブリース業者（賃貸住宅を転貸して当該賃貸住宅の管理事務を業として行う者

をいう。）が、賃貸住宅の所有者に対し、借り上げ家賃の改定に関する事前説明を十分に

行わないままサブリース原契約（賃貸住宅を転貸するために締結するサブリース業者を賃

借人とする賃貸借契約をいう。）を締結し、契約後の借り上げ家賃の減額をめぐってトラ

ブルになる事例等が報道される等、サブリース業者による適切な業務の実施が改めて求め

られています。

サブリース業者がサブリース原契約を締結して借り上げた賃貸住宅の管理事務を行う場

合は、「賃貸住宅管理業」に該当し、「賃貸住宅管理業者登録規程（平成２３年９月３０日

国土交通省告示第９９８号。以下「規程」という。）」に基づき登録を受けたサブリース業

者に対しては、以下の内容を含む「賃貸住宅管理業務処理準則（平成２３年９月３０日国

土交通省告示第９９９号。以下「準則」という。）」の遵守を求めてきたところですが、さ

らにその徹底を図る必要があります。

①賃貸人等に対する不確実な事項に係る断定的判断の提供、サブリース原契約等に関す

る重要事項の賃貸人に対する不告知等の一定の行為の禁止

②サブリース原契約の締結前における「転貸の条件等に関する事項（例えば、賃貸人か

らの借り上げ家賃、家賃保証、将来の契約条件の変動に係る条件等）」を含む重要事

項の説明及び書面の交付の実施

また、規程に基づき登録を受けていないサブリース業者においても、適切な業務の実施

のためには、準則に則って業務を実施することが適当です。規程に基づく登録について、

積極的にご検討願います。

貴会におかれては、これらについて、会員に周知いただくとともに、ホームページ等を

活用して広く賃貸住宅管理業者に周知していただきますよう、お願いいたします。


